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Abstract
This study aims to clarify the characteristics of actual usage of consumers in the online 
retailing of vegetables and propose measures for business operators. Some of the changes 
cited in the status before and after the start of using online retailing for vegetables are a 
reduction in purchasing frequency at real stores and increase in the frequency of inclusion 
of meat and fish dishes in dinner menus at home, in which stewed items and vegetables 
also appear. Based on this, a web questionnaire was circulated among women from 
households with at least two persons, in Tokyo and in three prefectures of the Tokyo met-
ropolitan area. It was found that the proportion of frequency of use of online supermarket 
and co-op sites in the online retailing of vegetables was 72.5％. A promotion strategy 
pursuing improvement of the site’s visibility was considered effective, since there was a 
limit to pursuing differentiation based on the vegetable quality alone. Moreover, the pro-
portion of usage of shopping mall sites and food delivery specific sites was 27.5％. Con-
sidering the creation of new markets, devising a differentiation strategy pursuing im-





































































































































































































































































































0% 20% 40% 60% 80% 100%
9. 廃棄する野菜の量が減った
8. メニューを何にしようか迷うことが
    少なくなった
7. 肉料理や魚料理の栄養バランスが
    とれるようになった
6. たまねぎ・じゃがいも・にんじん等を
    使った煮物メニューが増えた
5. レタス・トマト・キャベツ等を使った





















































週に4回以上 34 3 1 0 25 4 1 0
週に3回 48 0 3 3 28 11 3 0
週に2回 72 0 2 4 46 13 5 2
週に1回 59 0 0 1 41 9 4 4
月に3回 7 0 0 1 2 2 1 1
月に2回 4 0 0 0 1 0 2 1
月に1回 4 0 0 0 1 0 2 1
年に数回程度以下 0 0 0 0 0 0 0 0








週に4回以上 44 1 2 4 37 0 0 0
週に3回 44 0 4 5 34 0 0 1
週に2回 58 0 2 9 45 2 0 0
週に1回 51 0 0 4 42 0 3 2
月に3回 16 0 0 1 13 1 1 0
月に2回 8 0 0 2 5 1 0 0
月に1回 7 0 0 0 6 1 0 0
年に数回程度以下 0 0 0 0 0 0 0 0






週に4回以上 137 2 8 10 115 2 0 0
週に3回 44 0 1 6 34 1 2 0
週に2回 31 0 2 5 19 5 0 0
週に1回 12 0 1 0 11 0 0 0
月に3回 1 0 0 0 1 0 0 0
月に2回 0 0 0 0 0 0 0 0
月に1回 3 0 0 0 2 1 0 0
年に数回程度以下 0 0 0 0 0 0 0 0
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した（図3）。利用回数シェアの高い順に、パルシステム17.3％、楽天市場14.0％、イトーヨーカ
ドーネットスーパー13.1％、コープデリ10.8％、コープみらい9.0％であった。生協系サイトが上
位5つの中で3つを占めた。生協系サイトの利用頻度が高いのは、生協組合員として、もともと
注文票という用紙ベースで定期的に注文していた形態がネット注文形式へと代替したことによる
と考えられる。各サイトでの1回あたり購入金額が同じと仮定すると、上記は市場規模のシェア
となり、上位4サイトで5割強の市場シェアを占めるにすぎない。したがって、野菜のネット販
売市場は寡占状態にあるとはいえない。各サイトをネットスーパー、生協系サイト、その他サイ
トに分類して見ると、ネットスーパー29.2％、生協系サイト43.3％、その他サイト27.5％となり、
おおむね拮抗している。
近年1年間における利用回数（計算方法は、前述の利用回数と同じ）について、回答者別に集
計し、利用回数のランク別（2回以上20回未満、20回以上40回未満、40回以上60回未満、60回以
上80回未満、80回以上）に整理した。その結果、「2回以上20回未満」52.2％、「20回以上40回未
満」25.1％、「40回以上60回未満」13.3％であった。おおむね14のサイトに限ったことではある
が、近年1年間に1回以上購入したことがあるとの回答者において、その半数近くは、月に1回
程度の利用にとどまっている。
（ 2 ）サイト別の利用特性
延べでの利用回数（人回／年）をサイトごとに比較すると、パルシステム、楽天市場、イトー
ヨーカドーネットスーパーが上位に位置づけられた。そこで、これら3つのサイトを高頻度に利
用している消費者ごとにその特性を探る。
まず、高頻度に利用している消費者を抽出する。近年1年間に当該サイトのみを「26回以上」
利用している、あるいは当該サイトを他のサイトの利用頻度と比べて最も高い利用頻度であると
の回答者を抽出したところ、パルシステム29名、楽天市場14名、イトーヨーカドーネットスーパ
図3　サイト別利用回数（人回／年）シェア
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ー20名であった。
以下では、抽出された高頻度利用者（合計63名）を対象として分析する。3つのサイトについ
て、満足度、利用意向、世帯属性に違いがあるかどうかを見るため、フィッシャーの直接検定を
実施した。まず、おおまかな違いを見るため、満足度は「大いに満足である」とそれ以外、利用
意向は「現在より増やしたい」とそれ以外、世帯人数は「3人以下」と「4人以上」、就業形態は
「専業主婦」とそれ以外、ライフステージ長子は「子供なし」とそれ以外、年代は、「49歳以下」
と「50歳以上」、居住地は「東京都」とそれ以外に分類した。
満足度と利用意向については、有意な差が観察されなかった。世帯属性については、年代にお
いて、イトーヨーカドーネットスーパーとパルシステムで10％有意であった。パルシステムのほ
うが、イトーヨーカドーネットスーパーよりも49歳以下の割合が高い。すなわちより若い年代層
に利用されていることがうかがわれた。居住地について、パルシステムと楽天市場で5％有意で
あった。パルシステムのほうが、楽天市場よりも東京都以外の3県居住者の割合が高い傾向が見
られた。
（ 3 ）サイトの利用意向
今後の野菜のネット購入の動向を探るため、利用意向に関する分析を行う。ネットで野菜を購
入している回答者の全体傾向を見ると、「現在より増やしたい」11.0％、「現在と同じ程度」67.1
％、「現在より減らしたい」5.1％、「わからない」16.9％であった。現状の利用頻度と変わらない
という回答が約3分の2程度を占めているが、増加意向が減少意向よりも6ポイント程度大きい
ことから、現時点での利用者に限ると、今後その利用が増加することがうかがわれる。 
サイト別の利用実態との関連を観察するため、フィッシャーの直接検定を実施した。各サイト
の利用頻度は「購入したことがない」とそれ以外に、利用意向は「現在より増やしたい」とそれ
以外に分類した。イトーヨーカドーネットスーパーでは5％有意、大地を守る会では10％有意で
あった。いずれにおいても、現在利用している消費者のほうが、利用していない消費者よりも、
今後増やしたいとの回答割合が高い。したがって、これらサイトでは、現利用者が、さらに利用
回数を増やす可能性があると考えられる。
満足度の高低との関連を観察するため、フィッシャーの直接検定を実施した。満足度は「大い
に満足である」とそれ以外、利用意向は「現在より増やしたい」とそれ以外に分類した。「野菜
の品質が優れている」5％有意、「サイトが見やすい、わかりやすい」「サイトの事業者・運営者
が信頼できる」「野菜購入に要する費用や時間を節約できる」いずれも1％有意であった。大い
に満足であるとの回答者の方が、それ以外の回答者よりも、今後増やしたいとの回答割合が高
い。次に、満足度を「大いに満足である＋満足である」とそれ以外に分類して同様の分析を行っ
た。「サイトの事業者・運営者が信頼できる」「野菜購入に要する費用や時間を節約できる」につ
いては、いずれも10％有意であった。これら項目では、満足度の高い回答者のほうがそうでない
回答者よりも今後増やしたいとの回答割合が高かった。「野菜の品質が優れている」と「サイト
が見やすい、わかりやすい」については、有意な違いが認められなかった。したがって、これら
2項目については、利用増大を図るためには、満足度を相当程度強く認識されることが必要とな
る。
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5. 利用実態に基づいたネット通販の拡大施策
全体的に見ると、ネット通販の利用は、野菜消費の拡大に結びつくことから、その拡大施策を
検討することは有意義である。また利用者の今後の利用意向を見ると、ネット通販の利用頻度は
増えていくことが見込まれる。しかしながら、利用者層の中でも利用頻度の低い層が半分弱を占
めていることから、内在する課題を克服する必要がある。利用意向と満足度の関係を見ると、利
用意向の高い層は、野菜の品質とサイトの見やすさの満足度が突出して大きいことが示されたの
で、これらについて掘り下げる必要がある。
分析結果によると、ネットスーパーや生協系サイト（以下「流通系サイト」という）を利用す
る場合と、ショッピングモールサイトや食品宅配専門サイト（以下「異業種系サイト」という）
を利用する場合とでは、利用開始前後での利用者に対する影響内容が異なる。すなわち、前者
は、利用すればするほどリアル店舗の利用頻度の低下に結びつくことから、リアル店舗の代替的
な機能を果たしている。後者は、利用すればするほど野菜料理の出現頻度の増大に結びつくと想
定されることから、新規需要の創出を担っている。
以上より、流通系サイト、異業種系サイトそれぞれ別にマーケティング戦略を検討すること
が、ネット通販の拡大施策として適切である。
流通系サイトは、野菜のネット通販の利用回数シェアで72.5％を占める。リアル店舗の来店客
の訪問頻度は、ネット通販の利用によって4.4％減少するので、スーパー事業者にとってネット
スーパーを開店することはこの減少分をカバーする意味合いがある。流通系サイトの事業者は、
リアル店舗とネットスーパーで同様の商品を販売するので、野菜の品質による差別化を追求する
ことには限界がある。したがって、ネット通販におけるプロモーション戦略としてサイトの見や
すさを追求することが有効である。突出した高い満足度を獲得するためには、たとえば専門的な
見地から検討できる人材を採用・育成する、あるいは専門性を有するサイト制作企業とコラボレ
ーションすることが考えられる。また、買物頻度の減少で節約された時間は、食生活以外の時間
へ振り向けられている可能性があるので、ネット通販上のクロスセル戦略も有効と考えられる。
参入事業者は全国のスーパーや生協等数多く、価格は完全多占状況 （12）のもとで決められる。し
たがって、その時々の需給によって価格が決定されるので、参入事業者が価格を決定する裁量権
はあまり大きくない。すなわち、その時々の需給状況に応じて柔軟に対応できる価格決定システ
ムを構築する必要がある。
異業種系サイトは、野菜のネット通販の利用回数シェアで27.5％を占める。消費者は、ネット
通販を利用することによって、煮物メニューの出現頻度を4.3％、野菜の登場する肉・魚メニュ
ーの出現頻度を3.4％増加させる。このことは、ネット通販が野菜の新市場を創出することにつ
ながっている可能性のあることを意味する。異業種系サイトの事業者では、もともと情報処理系
の人材が充実しているので、それぞれのサイトの見やすさにおいて優れている。したがって、製
品戦略としての野菜の品質向上を追求することが有効である。このうえで、ショッピングモール
（12） 日本マーケティング協会編「マーケティング・ベーシックス」（2004）を参照。
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サイトであれば、レコメンデーション機能を充実させてより消費者ニーズにフィットしたものを
提供できるようにする。あるいは契約栽培型食品宅配専門サイトであれば、生産者の顔や生産履
歴を公表する。参入事業者はそれほど多くなく、価格は不完全寡占状況 （13）のもとで決められる。
したがって、参入事業者は農産物の品質差別化に対する意識を強くして価格設定の裁量権を大き
くしようとする。たとえば、有機栽培農産物や自然栽培農産物、高級品種農産物に特化すること
が考えられる。異業種系サイトが価格設定の裁量権を大きくすることができるのは、インターネ
ットが生産者と消費者との間にある情報の非対称性を解消する手段として機能するからである。
今後を見据えると、流通系サイトと異業種系サイトとを隔てている垣根が低くなる可能性があ
る。すなわち、消費者は、リアル店舗、パソコン、スマホ、タブレット、テレビ、カタログ、電
話・FAXといった多様なチャネルを賢く利用するようになり、技術革新やビジネスモデルの革
新とあいまって、販売チャネルが融合していく可能性がある。この結果、流通系サイトの事業者
は、情報メディアの取り込みを活発化させ、一方で異業種系サイトの事業者は、リアル店舗の取
り込みを活発化させる。一般的に、農産物の購入では、鮮度が重視されるので、上記のような融
合は、より鮮度の高いものを提供できる観点から、消費者にとって望ましいものである。ただ
し、ここで新たな競争要因として、マーケティング戦略における物流システムの処理能力を向上
させることが重要となることはいうまでもない。
6. おわりに
本考察では、消費者アンケートに基づいて、野菜のネット通販の利用実態を明らかにした。そ
の結果、流通系サイトと異業種系サイトでは、利用特性やネット通販の位置づけで異なることが
判明した。これを受けて、2つ分類別にネット通販の拡大施策を提案した。分析に用いたアンケ
ートの対象者は、首都圏1都3県に住む2人以上世帯の女性であることから、これ以外の消費者　
たとえば首都圏以外、あるいは単身世帯の女性を対象とした分析は今後の課題である。
ネット通販市場がさらに拡大していくためには、既存顧客の利用を一層高めるとともに、新規
顧客の開拓、すなわち未利用者の新規利用を促進する必要がある。しかしながら、本考察では、
これまで全く利用したことのない消費者については検討対象外とした。利用者と未利用者を定義
したうえで、それぞれの特性を明らかにしていくことは今後の課題である。
異業種系ネット通販では、生産者が収穫後速やかに発送するので、消費者はスーパー等リアル
店舗で購入する場合と比べて、より鮮度の高いものを購入できるメリットがある。生鮮品として
は、野菜だけでなく、肉や魚介類、果物、コメなどがあげられる。野菜以外の生鮮品の多くは、
ブランド化が進んでいることから農産物の差別化競争が激化している。このような背景から、ネ
ットスーパーやショッピングモールサイトに加えて、6次産業化への取り組みの一部としての生
産者・団体主導によるネット販売も活発化している。変化する事業環境や利用特性、利用課題を
踏まえた拡大施策を整理・分析することは今後の課題である。
（13） 日本マーケティング協会編「マーケティング・ベーシックス」（（2004）を参照。
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